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1．目的と利用データの擬要   

情報や人。物の交流の活発さの度数が距謀に従い  

急減することの表現技術として、指数減衰型モデ  

ル、すなわち重力モデルが使われる場合が多い。本  

研究では、特に地域内々の通話回数の意味に注目し  

て考察し、人口密度の影響を考慮に入れた改良型重  

力モデルを掟示する。   

本研究で用いるデータはNTTの単位料金区域  

（以後MA（1．e．：MessageArea）と書く）間の住宅用  

回線の1991年一年間の通話回数の100回単位の  

データである。全国は567のMAに分けられてお  

り、それらは原則として市町村の集合体となってい  

る。しかし一部の市町村は複数のMAに属している  
ので、本研究では、人口とマッチングさせるため  

562のMAに再編成し、各MAの人口データを作成  

した。なお、字の一部が主要部とは異なるMAに属  

している自治体もあり、完全にほマッチングしては  

いないことを付記しておく。   

2．データの傾向と重力電デル   

MAiの人口をpi、MAi－j間の距練をdijと書く  

と、典型的な重力モデルによるMAiからjへの発信  

回数は係数a，u〉0によって  

基準通話回数  

（1）  Cij＝PiPj哺  

と沓ける。ここでpipjは通話の可能組合わせ致を表  

すので、Cij／p呈pjを考えればそれは一つ一つの組み  

合わせに対する通話の回数を表す。そこでこれを基  
準通話回数yり（＝Cij／pipj）とおき、以下での考察の  

基本指標とする。データが重力モデルに従っている  

かを判断する方法に、式（1）の両辺の対数をとると  

a，uに関して線形になることの利用があり、それは  

yijを使って式（1）が、  

（2） 10g（yij）＝log（u）－a・10g（dij）  

と表せることを意味する。そこで山形県の8つの  

MAから全国への発信数について距碇の対数をとっ  

たものを横軸に、基準通話回数の対数をとったもの  
を耗軸にして図1に表示すると、通話データはある  
程度重力モデルに合致する傾向があることがわか  

る。   

図1において円は山形県内相互の通話数、点付円  

はMÅ内々の通話数である。すると、MA内々と県  

内と県外の間には傾向にずれがあるとわかる。内々  

データでの距離は、MAと同じ面積の円に一様に点  
が分布する場合の平均距陳で与えた。MÅ内々の発  
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図1 基準通話回数の減衰傾向（対数平面）  図2 MA内々の基準通話回数（対数平面）  

－216－   

© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



倍数は各MA発信総数の87．6％（8MAの平均）を占  

める。全国のMAの80％は内々発信数が総発信数の  

70％以上を占めており、内々データは通話データを  

考える上で非常に重要である。   

内々データについて基準通話回数と距離の関係を  

図2に見ると距離は全く無関係に見える。しかし図  

2で円で表示した東北地方に限ると若干の相関関係  
があるように見え、つまり通話の傾向には各地域の  

特性が無視できないと考えた。そこで、以下では東  

北地方（66MA）に絞って考えていくことにした。   

3．地域内々通話回数と重力モ■デル   
図2で見たように基準通話回数と距柾は弱い関係  

にしかないが、基準通話回数と人口の関係は  

yii＝q／pi （qは定数）  

という強い相関関係がある占実はこれは単純に解釈  

でき、一人当たりの発信数がMAの問でほほ等しい  

ことを意味している。MA内々の発信数は稔発信数  

の過半を占めており、一人の発信数には限界がある  

ので、この傾向があると考えられる。この傾向と重  

力モデルの関係を以下で考察しよう。   

MAiの内々距離はその面積Siの平方根に比例する  

ので、それをv何（vた0．51）と書けば、基準通話回  
数は  

yii＝uV（SiTa／2  

と書ける。ここで人口密度が等しい別な地域αを考  

える。すなわち、  

Pα＝αpi，Sα＝αSi  

とする。すると地域αの基準通話回数は  

yαα〒uVα－a／2（Si）－a／2＝α‾a／2yii  

となる。ここで、一人当たり発信数Iii＝Piyiiを両地  

域で考える■と、重力係数a＝2の場合、Iii＝Ⅰααが成立  
する。つまり、人口密度が等しいならば、重力係数  
が2の場合に限りMAの面積に関わらず一人当たり  

内々通話量一定ということが導かれる。   

一方、人口密度がⅩ倍（例えば面積が1／Ⅹまたは  
人口がⅩ 倍）の場合を同様に考えると、一人当た  

り内々通話量は仮借となるが、それは現実的とは  
考えられない。一方、周りの人口が多ければ一人  
の発信数もある程度増加すると考えられる。そこ  
で、その増加の度合いを係数b（≧0）で司り、人口  

密度のb 乗に比例すると仮定する。すると基準通  

話回数は  

（3）  yij＝uV（Pj／Sj・）－b弔  

と書ける。ここでb＝1ならば一人当たり発信量は  

等しい距離の場合に面積に比例することとなる。   

4．あてはめの結果とまとめ   

データの傾向を検討した結果、修正した重力モ  

デルは各県内の通話にのみ適用し、県間の通話回  

数には標準的な重力モデル（1）式を適用した。発信  
回数0 のペアはデータから除いたので、データ数  

は4246となった。このうち各県内々の受発信は  

694データである。遠距離のデータも意味を持た  

せるため、推定は対数を取った形で行った。決定  

係数は0．79で式（1）の重力モデルのみで考えた場合  

（0．71）よりも高い推定結果を得た。   

推定結果を囲3に表示する。係数iまa＝1．68．  
b＝0．37となった。図3では地域内々のデータの推  

定がうまくいっていないことがわかる。もしも地  

域内々だけ別に推定するならば、a＝1．98，b＝0．95  

（決定係数＝0．97）となる。MA内々データを別に  

推定するべきか、その場合その意味は何かなどは  

今後の課題である。   

距離の効果を除いたとき、地域内々の発信回数  

が人口に比例し、地域間の発信回数が人口の2乗  

に比例することの意味を考察することにより重力  

モデルの意味を考え、その補正を掟案した。これ  
ら補正の必要性は地域の特性やNTTの料金体系と  

も関係があるようであり、その特殊性をいかに理  
論の中に組み込んでいくかを考えていきたい。   
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図3 基準通話回数と推定値  
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